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１．はじめに
　日本の失業率は90年代に入り大きく上昇した。こうした失業率の長期的な上昇の要因とし
ては、長期的な景気の停滞（生産性の低迷）や構造的な求人と求職のミスマッチの拡大など
が挙げられる。前者の生産性の低迷に原因を求める説に関して、Esteban-Preteletal.（2010）
では全要素生産性の低迷で90年代の失業率上昇を説明できることをシミュレーションで示し
ている。一方、後者のミスマッチの拡大に関して、厚生労働省（2004、第25図）ではミスマッ
チに伴い発生すると考えられる構造的・摩擦的失業を計測している。それによると、90年代
から2000年にかけては求人と求職のミスマッチの増大が失業率を押し上げていることがわか
る1）。
　これらの要因が90年代以降の失業率上昇に大きく寄与したことは明らかになってきたが、
１）こうした構造的失業の計測の問題点については、例えば太田他（2008）等を参照。
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要　　旨
　本稿では、日本の生産性低迷に伴い、雇用形態別の労働市場がどのように変化し、
日本の景気循環にどのような影響を与えたかを一般均衡サーチモデルの枠組みで分析
した。カリブレーションの結果、長期的な生産性低下は相対的に解雇費用の低い非正規
雇用の増加をもたらすものの、非正規雇用の労働市場の求人倍率は正規雇用に比べて
悪化することを示した。また、長期的な生産性低下に伴い景気の変動幅が増幅されるこ
とを確認したが、特に非正規雇用の雇用や失業の変動幅が大きくなることが分かった。
また、正規雇用と非正規雇用の補完度の上昇は全体の景気変動に大きな影響は与えない
が、相対的に変動の大きい非正規雇用の変動を安定化させる効果があることを示した。
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最近の日本の労働市場の変化として非正規雇用の増大という特徴も重要である。非正規雇用
とは、本稿ではパート、アルバイト、派遣社員や契約社員などの正社員以外の多様な雇用形
態を指すが、こうした非正規雇用者の（役員を除く）全雇用者に占める割合は、1985年には
16％であったものが2008年には34％にまで上昇している（総務省「労働力調査（詳細集計）」）。
また、雇用形態間の賃金格差は大きく、こうしたことが所得格差拡大の背景にあるという指
摘もある（太田2006、内閣府2009）。さらに、賃金水準に大きな格差があるだけではなく、
正社員が非正規社員に比べて解雇されにくいなど雇用保護の観点での格差も存在する。
本稿の目的は、最近の日本経済の生産性低迷に伴う非正規雇用の拡大が、失業率の水準
や変動にどのように影響を与えたかを一般均衡のサーチモデルで分析することにある。具体
的には、労働市場を正規雇用と非正規雇用に分け、相互の依存関係を考慮した動学的一般均
衡サーチモデルを構築し、最近の日本経済のデータをもとにカリブレーションを行う。モデ
ルでは、特に、正規と非正規雇用の解雇費用の差に着目している。また、カリブレーション
では、生産性の恒久的な低下と生産性変動が雇用や失業に与える影響を定量的に分析する。
本稿が依拠する理論モデルはMortensenandPissarides（1994）等のサーチモデルである
が、これは労働者の職探し行動（ジョブサーチ）を明示的にモデル化して失業を分析する枠
組みである。彼らのモデルはその理論的完成度の高さと応用範囲の広さから多くの研究で
応用されてきたが、本稿と関係するのはサーチモデルを景気循環モデルに組み入れて雇用
や失業の変動を分析する手法である（Merz1995、Andolfatto1996、DenHaanetal.2000、
Shimer2005、Hall2005、Trigari2009）。後述の通りこうした方向での雇用変動の分析にも
様々な発展が見られ、仕事のタイプを正規雇用、非正規雇用に分けた理論モデルも多数存在
する。そこで、本稿でもこうした一連の文献に依拠しつつ、正規雇用と非正規雇用という二
つの労働市場で労働者が職探しをするモデルを考察し、最近の日本経済を想定して生産性低
迷の影響を定量的に分析する。
　本稿の理論モデルの仮定と結論は以下の通り要約できる。まず、理論モデルでは、正規、
非正規雇用それぞれに労働市場が存在し、労働者が職探しを行う一般均衡のジョブサーチモ
デルを構築する。特に、モデルでは、正規雇用と非正規雇用では解雇費用に大きな差がある
と仮定していることが重要である。モデル構築の後にカリブレーションを行うが、雇用形態
別の雇用や失業などのマクロ変数に関して、①長期的な経済均衡の水準（定常状態）と②短
期的な変動の二つの特徴に注目し、生産性低迷がそれらに与える影響を分析した。
カリブレーションからは次のような計測結果が得られた。まず、①の生産性低下が定常
状態へ与える影響をみると、生産性低下に伴い解雇費用が生産に比べて相対的に高まること
がわかる。この結果、正規雇用が相対的に割高になるため非正規雇用に雇用がシフトする。
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こうした効果のため非正規雇用への労働需要は（相対的に）改善するようにも期待される。
しかしながら、労働需給を求人倍率（求人数の求職者に対する倍率、本稿では以下「逼迫度」
と呼ぶ）でみると、正規雇用よりも非正規雇用で大幅に悪化する。これは、非正規雇用の労
働需要がより生産性に対して敏感に反応するためである。この結果、生産性低下に伴い両雇
用形態とも需給が悪化するが、特に非正規雇用で（雇用量は増えるものの）労働需要減少が
顕著になるという結論を得た。
次に②の生産性低下が景気変動へ与える影響をみるために、（生産性変動に伴う）各変数
の変動を標準偏差で計測し、生産性が恒久的に低下した場合に雇用や失業の変動の標準偏差
に与える影響を分析した。これによると、まず、生産性低下に伴い景気の変動が高まること
が示される。これは、労働市場の需給悪化により、企業の雇用調整費用が低くなるために生
じるものと考えられる。雇用形態別では、特に、非正規雇用が正規雇用に比べて変動幅が増
加し、全体の景気変動の増加を牽引する可能性が示唆される。また、正規雇用と非正規雇用
の技術的な補完･代替関係を変更してその影響も考察した。その結果、補完性が高まっても、
経済全体の変動などに大きな影響は与えないものの、正規雇用、非正規雇用の変動の差が縮
小する効果があることを確認した。ただし、カリブレーション結果は、雇用変動の水準が現
実の値に比べて小さいなど、モデル経済が現実経済を捉えていない側面が数多くあり、今後、
現実のデータをより説明できる理論モデルの構築が必要である。
　上述の通り、本稿はジョブサーチ理論と密接に関係しているが、同時に解雇費用など雇用
調整費用を含んだ理論モデルとも密接に関連している。まず、解雇費用などに伴う雇用調整
の理論モデルではBentolilaandBertola（1990）やHopenhaynandRogerson（1993）などを
はじめとした文献があるが、本稿と特に関連するのは正規雇用と非正規雇用の二種類の労働
が存在する経済モデルである。まず、BlanchardandLandier（2002）では正規雇用に入る前
の仕事として一時的な雇用が導入され、一時的雇用の解雇費用低下の効果が分析されている。
また、BentolilaandSaint-Paul（1992）、CabralesandHopenhayn（1997）では、スペインの
短期雇用制度の規制緩和の影響を理論的・実証的に考察し、経済全体の雇用変動が大きくな
ることが示される一方、BoeriandGaribaldi（2007）では短期雇用の規制緩和が与えた動学
的な効果も分析している。また、CambellandFisher（2004）では一時的なショックの増大
が短期的な雇用を高めることを示しており、モデル化や問題意識は本稿とは異なるものの非
正規雇用が景気や雇用変動に与える効果を分析した。また、CaggeseandCunat（2008）で
は企業の資金制約が雇用形態の選択に与える影響を分析している。
本稿とより密接に関連する理論モデルは、二部門の労働市場をジョブサーチ理論で分析
し、解雇費用の効果を分析した文献である。例えば、Wasmer（1999）では成長率の低下が
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短期雇用の比率を増加させることを示しており、本稿の定常状態の分析結果と同様の含意
を導いている2）。また、本稿は景気の減速と一時的雇用の関係を扱った文献とも関連するが、
HolmlundandStorrie（2002）ではスウェーデンの一時的雇用の増加は制度改革に伴うもの
であるというよりは景気低迷に対応した変化のためであるという分析を行っており、景気と
非正規雇用の関連を本稿とは別の視点で分析した。
日本に関して雇用と景気変動、景気減速の関係をサーチ理論で扱った研究も存在するが
（Esteban-Preteletal.2010、Miyamoto2009）、多くは単一の雇用形態を仮定して分析を行っ
ている。一方、ArigaandOkazawa（2009）では、非正規労働市場をサーチ理論で明示的に
モデル化して日本の90年代の経済構造変化の影響を分析しており、本稿の分析と密接に関連
している。彼らの論文では企業特殊訓練が中核的な仕事で必要な経済を考え、産業ごとの生
産性の変化・低迷がベバリッジ曲線の変化、非中核的社員の拡大、失業率上昇を説明できる
ことを示した。本稿でも同様な問題意識で理論モデルを構築しているが、本稿では非正規雇
用の増大は、解雇費用の存在が大きな影響を与えているという見方をしており、その点で異
なったものとなっている。また、本稿では景気変動への影響や正規と非正規雇用の代替補完
関係などの分析も行っている。
最後に、本稿は日本の非正規雇用や雇用調整速度の実証分析とも密接に関係している。ま
ず、八代・大石（1994）、中馬・樋口（1995）では生産性の低迷が非正規雇用を増加させると
いう結果を得ている。また、樋口（2001、第 2章）では日本企業の雇用調整速度の上昇を指
摘しており、その一つの要因として非正規雇用の割合の上昇をあげている3）。本稿の結論も
またそうした実証分析と整合的である。
本稿の構成は以下のとおりである。まず、第 2節でジョブサーチを含む理論モデルを提
示し、第 3節ではカリブレーションの前提と結果を紹介し、さらに補完代替関係を変化させ
たカリブレーション結果を紹介する。第 4節では結論を述べ本稿を総括する。
２．モデル
２−１．モデルの概要
　本稿ではMortensenandPissarides（1994）のサーチモデルにおいて非正規雇用部門を導
２）その他にも二つのタイプの労働を扱ったサーチモデルを利用して数多くの研究が行われている（Cahuc
andPostel-Vinay2002、Alonso-Borregoetal. 2005、Garibaldi andViolante2005、Osuna2005、
AlvarezandVeracierto2006、Stähler2008)。
３）ただし、企業レベルで計測した場合と企業を集計した場合で調整速度の傾向に乖離が見られるなど推
計方法によって結論が異なるため注意が必要である（阿部2005、川口・神林2008)。
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入したモデルを考えるが、具体的には雇用形態別に企業と労働者のマッチング市場が異なる
モデル（Moen1997 など）を基本モデルとする。離散時間の経済を考え、家計が労働から
所得を得て最終財を消費する。この最終財は二つのタイプの中間財（中間財 p と t ）を投
入して競争的な最終財企業が生産を行う。次に、中間財は労働のみを投入して生産を行うが、
中間財 p は正規雇用の労働を投入する一方、中間財 t は非正規雇用を雇用して生産を行う。
労働者は連続体（continuum）の労働者を仮定し、その人口規模（measure）を 1 とする。
労働者は家計でもあるから、彼らは中間財企業に雇用されて労働所得を得る。中間財企業は、
1 企業が 1 人の労働者を雇用し生産するが、労働市場には摩擦的失業が存在し、労働者が
雇用されるためには職探しが必要である。一方、雇用された労働者の賃金は企業と労働者の
交渉によって決まる。また、労働者は一定の確率で離職し失業すると仮定する。正規雇用と
非正規雇用は、労働時間、離職率に差があると仮定するが、加えて正規雇用の労働者が離職
する場合は離職費用が発生する。労働者は長期的には費用を支払い技能を取得することで正
規雇用者の労働市場に参入できるが、短期的には正規雇用と非正規雇用の労働市場は分断さ
れている。
　以下では、最終財企業、中間財企業と労働者、家計の問題をそれぞれ提示して、経済の均
衡条件を導出する。
２−２．最終財企業
　最終財企業は競争的であり下記のCES生産関数により生産を行うと仮定する。
1
11
)][][( −
−−
+= η
η
η
η
η
η
tttppp nhBnhBAy  （１）
ここで、 pB と tB は係数であり 1=+ tp BB を仮定する。 ph と th はそれぞれ中間財 pと t で
雇用される労働者の一人当たり労働時間（外生変数）、 pn と tn は各中間財企業の雇用量（内
生変数）を示しており、 ppnh と ttnh はそれぞれ中間財企業 pと t の労働投入量（＝生産量）
を示している（前述の通り中間財の生産は労働投入量のみによって決定されている）。また、
は代替の弾力性を表しており、水準が高いほど生産要素間の補完性が低いこと
を示す。最後にA は経済全体の生産性（全要素生産性）を表し、標準的な実物的景気循環論
のように、この生産性の変動が景気変動を引き起こすことになる。本稿では、以下のAR（1）
過程を仮定する。
 （２）
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ここで、 'x は変数 xの次期の値を表し、 'ε はiidの正規分布 ),0( 2εσN に従う確率変数と仮
定する（ 0A と ρ は定数で )1,0(∈ρ とする）。
　最終財の価格を 1 に基準化し、生産要素である中間財 p と t の価格をそれぞれ pp と tp と
すると、企業の最大化条件（利潤 tttppp nhpnhpy −− の最大化）により以下の条件を得る。
 （３）
これらの条件より、以下の生産要素価格に関する制約式も得る。
ηηηηη −−− += 111 ttpp pBpBA  （４）
２−３．中間財企業と労働市場
　中間財企業は労働を投入し生産を行うが、一つの企業は一人の労働者を雇い、さらに中間
財企業 p と t はそれぞれ正規労働者と非正規労働者のみを雇用する。また、労働市場には摩
擦的な失業が存在し、企業は労働者を見つけるために毎期 jc （ tpj ,= ）の費用を支払う必
要がある。
労働者が選択できる雇用形態は短期的な均衡と長期的な均衡で異なると仮定する。まず、
短期的には正規労働者と非正規労働者の二つに分断されており、正規労働者と非正規労働者
はそれぞれ中間財企業 p と t の職業だけを探すものと仮定する。ただし、長期的には、労働
者は費用（ X ）を支払えば技能を取得して正規労働者となることが可能である。ここで、短
期と長期の経済均衡を区別するのは、長期平均的な定常状態の経済では労働者は自由に雇用
形態を選択できるものの、景気循環に伴う比較的短い時間軸では自分の雇用形態を変更でき
ないことをモデルに表すためである4）。
　失業者が企業に出会うには時間がかかるが、これはモデルでは以下のように表現できる。
まず、正規、非正規の失業者、雇用者の規模を雇用形態に応じてそれぞれ ju と jn （ tpj ,= ）、
各雇用形態別の労働者合計を jz とすると下記の条件が定義上成り立つ。
jjj zun =+ 　（ tpj ,= ） （５）
1=+ tp zz  （６）
二番目の式は人口規模が 1 であるために必要となる。
４）短期的に職業形態を変えられないという仮定は極端ではあるが、厚生労働省(2010、26頁)によると前
職が非正規雇用の転職入職者で正規雇用に就職する割合は2009年で21％と必ずしも高くない。
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一方、中間財 j の労働市場全体における欠員数を jv とし、各期に雇用される労働者の数
は ),( jj vum であると仮定する。このとき、 ),min(),( jjjj vuvum < であるが、これは労
働市場に摩擦があるためである。企業が労働者と出会う確率（採用確率）を jq 、労働者が
企業と出会う確率（就職確率）を
jλ とすると、それぞれの確率は、 jjjj vvumq /),(= 、
jjjjjj quvum θλ == /),( と表すことができる。ここで、 jθ は労働市場の逼迫度（tightness）
を表し、
j
j
j u
v
=θ  （７）
と定義できる。関数mに一次同次性を仮定して )( jjq θ という関数で採用確率を表す。その
結果、 )( jjj qq θ= と )( jjjj q θθλ = の関係を得る。本稿では弾力性が一定の関数 )( jjq θ
を仮定する。
1
0 jq
jjj qq
−
= θ  （８）
ここで、
0
jq と
1
jq はある定数である。
　次に、各経済主体の価値関数（ValueFunction）を導出する。まず、中間財 j（ tpj ,= ）
を生産する予定で労働者を探している企業の価値関数は以下のように定式化できる。
][ ')1(''~ jjjjjj VqJqEcV −++−= β
ここで、 jJ は労働者を雇用したときの企業の価値関数、 '
~
jβ は来期の確率的割引率、 jq は
採用確率、 jc は採用費用である。企業の自由参入の仮定により 0=jV となるため、上記の
式は次の条件に等しい。
''
~
jjj JqEc β=  （９）
　次に、労働者を雇用している企業の価値関数（ jJ ）を考える。前述したように、中間財企
業は一時間の労働投入で一単位の生産を行う技術を持っている。一方、賃金 jw を労働者に
支払い、 jσ の確率で労働者は離職するが、離職に際して企業は jτ の離職費用を支払うと仮
定する5）。ここで、離職費用（ jτ ）は正規雇用にのみ発生すると仮定する。
仮定 1 ：　 0=tτ 、　 0>pτ 。
その結果、雇用企業の価値関数として以下の関係が導かれる。
５）この費用は離職に伴う物理的なコストであり、労働者に対する支払いではないと仮定している。
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][ ')1()'('~ jjjjjjjj JVEwhpJ στσβ −+−+−=  （10）
　次に労働者の価値関数を考える。まず、失業者の価値関数を jU とすると以下の関係を得
る。
][ ')1(''~ jjjjjjj UqEqEbU θθβ −++=  （11）
ここで、bは失業時の労働者の私的便益、 jE は労働者が雇用されたときの価値関数であ
り、労働者の雇用確率は jjq θ と表されている。
また、雇用されている労働者の価値関数（ jE ）は以下のように求めることができる。
][ ')1(''~ jjjjjjj EUEhwE σσβξ −++−=  （12）
雇用されている労働者は賃金 jw を受け取るが、労働時間のために金銭ベースの効用は jhξ
だけ低下する。ここで、ξ は余暇時間一時間の限界効用の金銭価値を表す。
２−４．賃金の決定
　企業と労働者は賃金を交渉で決定するが、標準的なサーチモデルに従いナッシュ交渉解の
水準で賃金が決まると仮定する。労働者と企業の交渉力をそれぞれφ 、 φ−1 とするとナッ
シュ交渉解の仮定により以下を得る6）。
この交渉条件と（9)－(12）により以下の賃金方程式を計算できる（詳しくは補論１を参照）。
 （13）
この賃金方程式を雇用企業の価値関数（式10）に代入して以下を得る。
 （14）
２−５．家計と市場均衡
最後に家計の問題と市場均衡条件を導出する。本稿では、予算制約のもと、下記の期待
効用を最大化する代表的家計を想定する。
６）ここでは、労働者と企業は雇用が始まる前には金銭的な取引が行われず、各期の賃金支払いだけが可
能であると仮定している。
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最大化条件により、割引率の価格付けと予算制約が導出される。
ββ
C
C
′
='
~
 （15）
ppptpttpp nuubvcvcyC στ−++−−= )(  （16）
ここで、消費可能な水準は生産から求人費用と離職費用が控除され、失業者の私的便益が追
加されている。
また、消費の限界効用が であるから、労働の不効用の消費財へ換算する係数ξ は
以下の式を満たす。
 （17）
最後に労働市場の均衡条件は以下の式にまとめられる。
jjjjj nvqn )1(' σ−+=  （18）
この動学方程式に従って雇用水準が変化する。
　均衡条件の定式化の前に、短期と長期の均衡条件を提示する。前述のように、短期では各
労働者は各自の雇用形態を変化できない一方で、長期では費用 X を支払うことで正規労働
者になることが可能であった。これを仮定 2にまとめる。
仮定 2：短期、長期の経済ではそれぞれ下記の条件が成立する。
　（短期の均衡条件）　 jj zz = （一定） （19）
　（長期の均衡条件）　 tp UXU =−  （20）
仮定 2の前半は、短期均衡では各雇用形態別人口が jz で一定であることを意味する。一方、
仮定の後半は長期均衡の定義であるが、このときは各雇用形態の効用が同一となるように労
働移動が発生し、均衡ではどの労働者も雇用形態を変化させる誘引が存在しない。
　均衡の条件は以上の条件を満たしたものであるが、具体的に定義すると以下のようになる。
定義：短期の経済均衡は、(1)－(3)、(5)、(7)－(9）、(13)－(18）、(A1)に加えて短期の均
衡条件式(19)の25式を満たす変数の系列 ),,,,,,,,,,,,,,( jjjjjjjjjj UzACywpJqvun ξβθ
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（ tpj ,= 、 ）である。長期の経済均衡は、上記の条件のうち短期均衡の条件式
に代えて長期均衡の条件式（6）、（20)を満たす変数の系列である。
３．カリブレーション
　本稿のカリブレーションの方法は、まず、長期の均衡を満たす定常状態を見つけ、その後、
短期の均衡で景気変動の影響を見るという手法をとっている。
最初に長期の均衡を満たす数値を当てはめて、定常状態の労働市場の関係を明らかにす
る。これは、長期的には労働者は技能取得により非正規雇用から正規雇用に移動可能だから
である。その上で、短期的な景気変動の影響をみるために、雇用形態間の労働移動が不可能
な短期の状況でカリブレーションを行い、雇用、失業などの指標の変動をみる。
　次に、長期的な生産性低下の影響をみるために、全要素生産性の低下を想定し、その影響
を長期均衡における定常状態の変化を通して分析する。このようにすることで生産性低下が
雇用に与える中長期的な影響が分析可能である。最後に、生産性低下に伴う景気変動の変化
をみる。ここでは、低い生産性に対応した新しい数値のもとでの景気変動を調べ、生産性低
下に伴い景気変動の大きさがどのように変化したかを分析することとする。最後に、正規と
非正規雇用の補完代替関係を変化させて、その景気変動への影響を調べることにする7）。
３−１．各変数の定常状態における前提
　定常状態の変数を2000年代半ばの数値を参考にしながら決定してゆく（時間単位は四半期
を基準としている）。まず、割引率等は通常の景気循環モデルにならって設定した。特に、
労働者の交渉力は正規、非正規ともに0.5としている（表 1を参照）8）。
また、労働市場の変数に関しては2000年代中盤（2003年から2007年）の平均値を推計した。
まず、雇用形態別雇用者数、労働時間数、賃金は総務省「労働力調査（詳細集計）」を利用し、
非正規雇用者の全雇用者に占める割合（ ）は雇用形態別の雇用者数より32％、
労働時間の雇用形態別比率（ pt hh / ）は平均週間就業時間の比率から66％とした
9）。さらに、
賃金の雇用形態別格差（ pt ww / ）は仕事からの収入（年間）をもとに33％とした。失業率は
総務省「労働力調査」の完全失業率より4.5％とした。
７）変数の標準偏差の計算にはUhlig(1999) の計算方法とMatlab プログラムを使用した。
８）Pissarides(2009)など参照。なお、生産性ショックの標準偏差 は生産 の標準偏差が1.20%(Braun
etal.2006による日本の1976第 1 四半期から2002第 4 四半期の平均)となるように置いた。
９）カリブレーションでは正規雇用の労働時間を１に基準化している。この基準化は 、 、 を調整す
ることでカリブレーションには影響を与えない。
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表１　定常状態の前提
（形態別の比率）
0.99 割引率 0.32 雇用者数
1 コブダグラス生産関数 0.66 労働時間
0.5 マッチング関数の弾力性 0.33 賃金
0.95 生産性ショック 0.045 失業率
0.895 生産性ショックの標準偏差（%） 1.84 逼迫度
0.015 労働者の平均失業確率 0.48 就職確率
0.5 労働者の交渉力 0.48 失業確率
0.35 失業時の便益
2.2  解雇費用
　一方、労働市場の逼迫度の雇用形態別の比率（ pt θθ / ）は、厚生労働省「職業安定業務統計」
のパートとそれ以外の労働者別の有効求人倍率を利用し1.84とした10）。また、労働者の就職
確率（ jjqθ ）及び離職確率（ jσ ）の雇用形態別の比率（ 及び tp σσ / ）を厚生
労働省「雇用動向調査」のパートタイム労働者、一般労働者別の離職率を利用して0.48とし
た11）。労働者平均の離職率（ jσ ）は四半期で1.5％程度と考えられるため12）、雇用者数で加重平
均した平均離職率が1.5％となるように設定した。また、労働者平均の就職確率は上記の数
値設定から導出され32％となった13）。
　その他の変数で外生的に決めたのが、離職費用 pτ 、失業時の便益b、労働時間の不効用水
10）正規労働者の逼迫度（ ）を 1に基準化している。逼迫度（ ）の水準は企業の採用確率（ ）を
変化させるが、これは関数（式 8）の定数 と採用費用 のスケールを調整することでカリブレー
ション結果に影響を与えない（Shimer2005)。
11）もちろん離職率には失業以外の離職要因を含んでおり注意を要する。なお、労働政策研究・研修機構
(2010、表 7 - 3 )では各雇用形態から離職期間が一年以内の失業者の(雇用者と失業者合計に対する)比
率を雇用形態別に算出している。これによると正規雇用者の比率は非正規雇用の0.57倍(2003-2007年平
均)となっている。
12）離職率（ここではEU確率)は、月次ベースでは黒田(2002年)で0.6％(2000年)、Lin andMiyamoto
(2010)で0.4％(1980-2009年)、四半期ベースではEsteban-Preteletal.(2010)で概ね0.8～2％(1990-2002
年)という結果及び太田・照山(2003)を参考にした。
13）就職確率(ここではUE確率)は、月次ベースでは黒田(2002)で10.8％(2000年)、Lin andMiyamoto
(2010)で14.2％(1980-2009年)、四半期ベースでEsteban-Preteletal.(2010)は概ね25～40％(1990-2002
年）となっている。
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準である。まず、正規雇用者の解雇費用は賃金の2.2倍（約半年分の賃金）14）、失業時の便益は
Shimer（2005）の40％より若干低めの35％とした15）。後者の失業時の便益については、非正規
雇用の賃金が経済全体の平均賃金に比べて大幅に低く、それに合わせて失業給付の水準も平
均賃金に対して十分低くしておく必要があるという技術的な理由による。また、労働時間の
不効用を決定するに当たっては、非正規雇用者のフローの便益（ tt hw ξ− ）が失業時の便益
bに比べ10％高い水準に設定した。この結果、失業時と雇用時の効用比率（ tt whb /)( ξ+ ）
は92％となる。これはHagedornandMonovskii（2008）を除いた米国の既存研究の想定より
高い16）。しかしながら、正規雇用を含んだ平均労働者の同水準は、この想定では51％となり
既存の研究より低めになっている。このような前提で算出された定常状態の数値は表 1、 2
にまとめられている（数値の設定手順は補論 2を参照）。
３−２．基本ケースの定常状態と変数の変動
　この基本ケースの短期の景気変動を見るため、基本ケースの数値における短期均衡を考え、
生産性の変動に伴う短期的な各変数の変動をみる17）。表 3では、AR（1）過程で変動する全要
素生産性の変化に伴う生産、雇用、失業などの変数の変動を標準偏差として表している。雇
用形態合計の各変数の変動をみると、生産の変動に比べて雇用や失業の変動は現実のデータ
よりかなり低くなっている。例えば、失業率、雇用量をそれぞれ総務省「労働力調査」（基
本集計）の完全失業率、厚生労働省「毎月勤労統計調査」の常用雇用指数（事業所規模30人
以上）でみると（1980年第 1四半期～ 2009年第 4四半期)18）、失業率の標準偏差が6.0%、雇用
で0.7%となっており、これらのデータに比べてカリブレーション結果は変動が低いことがわ
かる。標準的なジョブサーチモデルでは失業率などの変動が低くなるという問題点が指摘さ
れているが（Shimer2005）、本稿でも同じ問題を抱えておりモデルの改善が必要である。
カリブレーションにはこのような問題があることを踏まえて結果をみると、非正規雇用
14）HopenhaynandRogerson(1993)では賃金の 2～ 4四半期としてシミュレーションを行っている。一
方、Lazear(1990)では解雇に伴う金銭支払額は日本でゼロであり、CampbellandFisher(2004)では解
雇費用として0.5四半期を想定している。一方、Alonso-Borregoetal.(2005)では、スペインの研究で年
間賃金の0.51としている。調整費用計測の問題点に関してはHemermeshandPfann(1996)を参照。
15）失業保険などの水準としては、米国で0.2～0.4程度と考える研究がある(Shimer2005,Mortensenand
Nagypál 2007、Hall andMilgrom2008)。日本の研究では0.6～0.7(Estebanetal. 2010、Miyamoto
2009)などでシミュレーションが行われている。
16）労働の不効用なども明示してカリブレーションした場合の失業時の効用の想定としては、米国で0.7程度
（HallandMilgrom2008、MortensenandNagypál2007)、0.955（HagedornandMonovskii2008）がある。
17）全ての系列は対数をとりHodrick-Prescottフィルター(パラメータは1600)でフィルターをかけた系列か
らの乖離の変動を計測している。
18）季節調整値に対数を取りHPフィルターをかけた系列からの乖離の数値である。
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基本ケース 生産性 1%低下
補完的ケース
（ 5.0=η ）
0A 生産性 1.7951 1.7771（-1.0） 1.6929（-5.7）
pB 生産関数パラメータ 0.8689 0.9552（+9.9）
y 生産 1.0000 0.9839（-1.6）
ξ 労働の限界不効用 0.0540 0.0532（-1.5）
X 技能取得費用 77.77
pc 欠員募集費用（正規） 0.145
tc 欠員募集費用（非正規） 0.0181
pp 製品価格（正規） 1.3379 1.3275（-0.8）
tp 製品価格（非正規） 0.6502 0.6342（-2.5）
pτ 離職費用 2.8458
平均賃金 1.0162 1.0027（-1.3）
賃金（正規） 1.2935 1.2833（-0.8）
tw 賃金（非正規） 0.4269 0.4166（-2.4）
b 失業時の便益 0.3557
pq 採用確率（正規） 0.2364 0.2387（+1.0）
tq 採用確率（非正規） 0.2676 0.3155（+17.9）
pσ 離職確率（正規） 0.0111
tσ 離職確率（非正規） 0.0232
ph 労働時間（正規） 1.00
th 労働時間（非正規） 0.66
pθ 逼迫度（正規） 1.00 0.9805（-2.0）
逼迫度（非正規） 1.84 1.3239（-28.0）
n 雇用者数（全体） 0.9550 0.9523（-0.3）
pn 雇用者数（正規） 0.6494 0.6440（-0.8）
tn 雇用者数（非正規） 0.3056 0.3083（+0.9）
u 失業者数（全体） 0.045 0.4770（+6.0）
失業者数（正規） 0.0306 0.0306（0.0）
tu 失業者数（非正規） 0.0144 0.0171（+18.8）
表２　定常状態の数値
注）空白の欄の数値は基本ケースと同一であることを意味する。表のカッコ内は基本ケースに対する変化率（％）。
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は正規雇用より大きく変動していることが分かる。また、雇用形態別の失業や逼迫度も正規
雇用に比べて非正規雇用の変動が激しいという結果を得た。これは、非正規雇用に関しては
企業利潤が小さく、少しの生産性変化でも企業の採用意欲に大きな影響を与えることが影響
していると考えられる。カリブレーションの定義に沿った雇用形態別の長期時系列（四半期
ベース）は利用可能ではないが、このカリブレーション結果は就業形態別の常用雇用指数な
どの変動とは整合的である。例えば、常用雇用指数（事業所規模 5人以上、1990年第 1四半
期～ 2009年第 4四半期）を見てみると、同指数の標準偏差は一般労働者0.6%、パートタイム
労働者1.4%となっており、非正規雇用での変動の大きさが示唆される。もちろん、数値の絶
対的な水準がカリブレーションでは低く、この点には留意を要する。
３−３．生産性低下の影響
次に生産性低迷の影響を見るため、前記の基本ケースにおいて生産性 Aを1％の低下させ
表３　標準偏差（%）
基本ケース 生産性 1%低下
補完的ケース
（ 5.0=η ）
y 生産 1.1973 1.2025（+0.4） 1.1957（-0.1）
n 雇用者数（全体） 0.0891 0.1119（+25.2） 0.0827（-7.2）
pn 雇用者数（正規） 0.0443 0.0451（+1.8） 0.0448（+1.1）
tn 雇用者数（非正規） 0.1904 0.2568（+34.9） 0.1691（-11.2）
逼迫度（全体） 6.2085 7.1248（+14.8） 5.7541（-7.3）
pθ 逼迫度（正規） 3.2247 3.2613（+1.1） 3.2633（+1.2）
逼迫度（非正規） 10.2925 12.631（+22.7） 9.1833（-10.8）
pq 採用確率（正規） 1.6123 1.6307（+1.1） 1.6316（+1.2）
tq 採用確率（非正規） 5.1463 6.3154（+22.7） 4.5917（-10.8）
u 失業者数（全体） 1.8908 2.2311（+18.0） 1.7541（-7.2）
失業者数（正規） 0.9400 0.9470（+0.7） 0.9518（+1.3）
tu 失業者数（非正規） 4.0413 4.6232（+14.4） 3.5885（-11.2）
pp 製品価格（正規） 1.1773 1.1821（+0.4） 1.1873（+0.8）
tp 製品価格（非正規） 1.0804 1.0549（-2.4） 1.0245（-5.2）
平均賃金 1.1367 1.1237（-1.1） 1.1406（+0.3）
賃金（正規） 1.1905 1.1967（+0.5） 1.2027（+1.0）
tw 賃金（非正規） 0.9930 0.9414（-5.2） 0.9203（-7.3）
注）表のカッコ内は基本ケースに対する変化率（％）。
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た場合の計測を行った。なお、ここでは長期的な影響をみるために、技能を取得すれば労働
者は正社員になれるような長期均衡を想定している。また、生産性以外の外生変数は基本ケ
ースと同一であり、生産性だけ低下したときに内生変数がどのように変化したかを計測して
いる。
表 2 の二列目は生産性が低下した場合の長期均衡（定常状態）の水準である。まず、非正
規雇用が増加することが分かる。これは、生産性及び企業利潤が低下したものの解雇費用に
変化がないため、正規雇用から非正規雇用に雇用がシフトしたことが理由と考えられる。し
かしながら、労働市場への影響をみると非正規雇用市場での環境悪化が著しい。具体的には、
製品価格 jp 、賃金 jw 、労働者の効用 jU 、就職確率 jjqθ 、労働市場の逼迫度 jθ などの変
数は非正規雇用で正規雇用よりも大幅に低下している。特に逼迫度
tθ の低下が著しく大き
い。一方、企業の採用確率 jq は非正規雇用の市場でより大きく上昇している。
こうした非正規雇用市場でより労働需給が悪化する要因としては、経済余剰の雇用形態
別の違いが影響しているものと考えられる。前述のとおり、企業、労働者の経済余剰は双方
とも非正規雇用の市場で小さい。生産性低下に伴って両市場の労働者の効用水準は低下する
が、均衡条件（ XUU tp += ）で技能取得費用 X が一定であるため、効用は各雇用形態で
同じ量だけ低下する必要がある。このとき、経済余剰の比較的大きい正規雇用の労働者の効
用へ与える影響は減少率にして軽微なものにとどまる一方、余剰の少ない非正規雇用の効用
の減少率は大きくなる。さらに、もともと余剰水準の低い非正規雇用の労働市場は生産性に
対して感応的であるから、効用の低下の要因と合わせて労働市場が大幅に悪化するものと考
えられる。労働市場が悪化するため、企業の採用確率は高まるが、こちらも需給変化の違い
を反映して非正規雇用の市場で大幅に採用確率が高まっている。
　次に、生産性低下が経済の変動へ与える影響を標準偏差により見てみる。表 3の二列目は
生産性が低下した後の短期均衡での各変数の標準偏差であるが、雇用や失業、逼迫度といっ
た指標で変動が高まっていることが分かる。特に、非正規雇用の失業 tu と逼迫度 tθ の変動
が非常に大きくなっている。これは、労働市場の需給悪化により企業がより迅速に労働者を
採用できることと関係している。労働者をより採用しやすい環境のもとでは、企業は景気の
変動に応じて頻繁に雇用調整を行うことができるからと考えられる。また、非正規雇用は正
規雇用よりも大きな影響を受けている。これは、上記の要因がより需給の悪化した非正規雇
用で影響が大きく出やすいためである。以上により、生産性の長期的な低迷は雇用や失業の
変動を高めるが、特に非正規雇用への影響が大きい可能性がある。
　なお、生産性低下に伴い、定常状態や標準偏差が変化するが、変化の規模が非正規雇用関
連の変数で非常に大きくなっている。現実の経済で、生産性の僅かな減少によりこのような
143
関西大学『経済論集』第60巻第４号（2011年３月）
40
大幅な変化が生じるとは考えられず、この点もモデルの改善すべき課題である。
３−４．正規・非正規の代替・補完関係
　本稿の基本ケースではコブダグラス型の生産関数を想定していたが、正規雇用と非正規雇
用の補完・代替関係が変化しても景気変動の特徴は変化する。実証分析をみると、日本にお
いては正規雇用と非正規雇用の代替・補完関係の程度に関して明確な数値を与えることは困
難である（HousemanandAbraham1993,石原2003、原2003、森川2010）。そこで、本稿
では代替・補完関係が変化すると景気や雇用の変動はどのように変化するかという視点か
ら分析を行うことにする。具体的には、生産関数における代替の弾力性を0.5だけ低下させ、
長期均衡の定常状態と短期の景気変動を計測する。なお、数値の設定は、代替の弾力性を変
化させる一方、基本ケースでターゲットとした想定（失業率や非正規雇用の雇用者比率など）
に数値をあわせるようにして外生変数を変更した。
　長期均衡の定常状態への影響は表 2の三列目に掲載しているが、基本的には生産関数の定
数が外生的に与えられた前提条件に適合するように変化するだけであり、その他は変化しな
い。また、短期均衡への影響を表 3の三列目に掲載している。表からわかるように、ここで
のカリブレーション結果では、補完性の増加（η の低下）は生産技術を変化させるが、生産
変動への影響はほとんどなく、非正規雇用の変動を低め、正規雇用の変動を高めていること
が分かる。これは、補完性の増大が正規と非正規雇用の連動性を高め、両者の変動の差を少
なくする方向に作用しているためと考えられる。もちろん、このような効果のほかにも、技
術パラメータの変更が様々な形で結果に影響を与えている。
４．結語
　本稿では、非正規雇用を一般均衡サーチモデルに導入し、日本の生産性低下が雇用形態別
の雇用変動に与える影響を分析した。生産性の低下により、正規労働者の離職費用負担が相
対的に大きくなり、雇用は正規から非正規雇用へとシフトする。一方、非正規雇用の労働市
場は景気に感応的であるため、労働市場は非正規市場でより悪化し、より大きな欠員の減少、
逼迫度の低下などが発生する。また、生産性の低迷は景気変動、特に非正規雇用の変動を大
きくする可能性があることが分かった。最後に、生産要素間の代替・補完関係が与える影響
を見たが、生産要素間がより補完的なケースで両者の変動が似通ってくるという効果がみら
れた。
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前述の通り、本稿のカリブレーション結果は雇用の変動水準などで現実のデータと乖離
している部分があること、非正規労働市場の景気に対する感応度が高いことなどの問題点を
有しており、現実的な政策含意を導くことは現状では困難である。したがって、モデルの更
なる精緻化と分析が必要である。
補論
補論１．賃金の決定式の導出
本文にある賃金の交渉条件式を再掲すると以下のとおりである。
これより賃金が導出できるが、そのために、まず失業者の価値関数（11式）を以下のように
変形する。
][ )''('~'' jjjjjj UEqEbUEU −+=− θββ
この式は下記のように書き直すことができる。

（A1）
次に、雇用された労働者の価値関数（12式）も以下のように変形する。

（A2）
この式の最後の項に上記の失業者の価値関数を代入して下記の方程式を得る。
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一方、企業の価値関数（10式）は以下のように変形できる。
　
 （A3）
（A2）と（A3）の差をとり、賃金の交渉条件式を利用すると本文の賃金の決定式（13式）を得る。
補論２．定常状態の数値の算出
　本文の数値の設定によりその他の指標の値が計算可能である。まず、雇用形態別雇用
者数は、仮定された労働者シェア（ ）と失業率の水準（ tp nn −−1 ）から
、 と計算できる。また、失業者数 ju と就職確率 jjqθ の関係は定常状態
では であるから、雇用形態別失業者比率は、
　
tt
pp
pp
tt
p
t
q
q
n
n
u
u
θ
θ
σ
σ
=
となる。右辺の値は既に設定してあるので失業者数の比率が計算でき、合計の失業率が
4.5％であるということとあわせると 031.0=pu 、 014.0=tu となる。この失業者数より
労働者の就職確率（ jjqθ ）は jjjjj unq /σθ = として求めることができる。さらに、正規
雇用の逼迫度を１に基準化すると、逼迫度の比率（ pt θθ / ）は設定済みなので逼迫度 jθ
を確定できる。欠員の数 jv 、企業が労働者を雇用する確率 jq は、それぞれ jjj uv θ= 、
jjjj qq θθ /)(= により計算可能である。
　次に、失業時の便益の水準（ ）、雇用時の効用の関係（ bhw tt 1.1=− ξ ）、非
正規雇用の場合の（9）、（14）式、非正規雇用に関する賃金方程式より、 tp に対するb、 tw 、
ξ 、 tc 、 tJ の水準を求めることができる（それに伴い と pp w2.2=τ も決定
される）。さらに、正規雇用に関しては、正規雇用の場合の（9）、（14）式、賃金決定式より、
tp に対する pp 、 pc 、 pJ の水準を求めることができる。
生産技術の係数に関して、まず、
jB は、雇用形態別の（3）式の比をとった式より tp BB /
の値を得られるが、これを定義式（ 1=+ tp BB ）に代入し決定できる。さらに、生産の全
要素生産性に対する比率（ Ay / ）を生産関数から求め、これと（3）式より全要素生産性の
水準 Aを求め、その結果、生産量 y も導出できる。また、技能取得の費用 X は正規と非正
規失業者の価値関数の差（
tp UU − ）として設定した。最後に、生産量 y を１に基準化する
ために関連する全ての変数を導出された y で除して定常状態の値を決定した。
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